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国立大学法人鳴門教育大学個人情報開示等取扱規程

平成１７年４月１３日

規程第 ５０ 号

改正 平成１８年 ３月２７日規程第３７号

平成１８年１０月１７日規程第４３号

平成２０年 ３月１７日規程第４８号

平成２１年 ３月３１日規程第２５号

平成２２年 ３月２４日規程第２１号

平成２４年 ３月１９日規程第１６号

平成２４年 ４月１６日規程第４０号

平成２４年 ７月 ９日規程第４９号

平成２５年 ３月１５日規程第１２号

平成２６年 ３月２４日規程第１７号

平成２７年 ３月２７日規程第２４号

平成２７年１２月 ８日規程第４２号

平成２８年 ３月２８日規程第３３号

平成２９年 ３月 ８日規程第２０号

平成２９年１０月１１日規程第８０号

平成３１年 ３月１３日規程第 ７ 号

令和 元 年 ７月２４日規程第８６号

令和 ３ 年 ４月 １日規程第１７号

令和 ４ 年 ３月 ９日規程第 ７ 号

（趣旨）

第１条 国立大学法人鳴門教育大学（以下「本学」という。）における保有個人情報（特

定個人情報を含む。以下同じ。）の開示，訂正及び利用停止（以下「開示等」という。）

に関する取扱いについて必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この規程における用語の定義は，国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平

成１７年規則第２５号。以下「規則」という。）第２条に定めるところによる。

２ この規程において「部等」とは，人間教育専攻，高度学校教育実践専攻（教科・総合

系），高度学校教育実践専攻（教職系），附属図書館，教育実習総合支援センター，長

期履修学生支援センター，地域連携センター，情報基盤センター，小学校英語教育セン

ター，教員教育国際協力センター，予防教育科学センター，生徒指導支援センター，発

達臨床センター，セルフデザイン型学修支援センター，遠隔教育推進センター，心身健

康センター，独立行政法人教職員支援機構・四国地域教職アライアンス鳴門教育大学セ

ンター，附属幼稚園，附属小学校，附属中学校，附属特別支援学校及び事務組織をいう。

（開示請求の手続）

第３条 本学が保有する保有個人情報について，開示請求があった場合は，総務部総務課

（以下「情報公開担当」という。）において次の各号に定めるところにより受け付ける

ものとする。

(1) 本学が保有する保有個人情報の開示を請求する者（以下「開示請求者」という。）に
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対し，個人情報ファイル簿その他関連資料等を用いて，保有個人情報の特定に資する

情報の提供に努めなければならない。

(2) 開示請求を受け付けるときは，開示請求者に保有個人情報開示請求書（別記様式第１

号。以下「開示請求書」という。）を提出させるものとする。この場合において，開示

請求者に開示請求に係る保有個人情報の本人若しくは法定代理人であることが確認でき

る書類又は本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）からの委任状（別紙

様式第３０号又は３０号の２）の提示等を求めるものとする。

(3) 開示請求書に形式上の不備があるときは，開示請求者に参考となる情報を提供し，そ

の補正を求めるものとする。

(4) 開示請求書（補正後の開示請求書を含む。）を受理したときは，第１１条第１項に定

める手数料を徴収するものとする。この場合において，開示請求者に開示請求書の副本

１部及び手数料に係る領収証書を交付するとともに，開示請求書の写しを開示請求のあ

った保有個人情報を保有する部等に送付するものとする。

（開示の検討）

第４条 学長は，保有個人情報の開示を決定するに当たっては，当該保有個人情報を保有

する部等の長の意見を求めることができる。

（開示請求に対する措置）

第５条 学長は，規則第２３条第１項及び第２項の規定により開示請求に係る保有個人情

報の全部開示，部分開示又は不開示の決定（以下「開示決定等」という。）をしたとき

は，保有個人情報開示決定等通知書（別記様式第２号）又は保有個人情報不開示決定通

知書（別記様式第３号）により当該開示請求者に通知するものとする。

（開示決定等の期限）

第６条 学長は，規則第１８条第３項に規定する補正に要した日数を除き，開示請求があ

った日から３０日以内に開示決定等をするものとする。

２ 学長は，規則第２４条第２項の規定により開示決定等を更に３０日以内の期間で延長

するときは，保有個人情報開示決定等延期通知書（別記様式第４号）により当該開示請

求者に通知するものとする。

（開示決定等の期限の特例）

第７条 学長は，規則第２５条の規定により開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の

部分を除く残りの部分について，開示決定等する期間を延長するときは，保有個人情報

開示決定等特例延期通知書（別記様式第５号）により当該開示請求者に通知するものと

する。

（事案の移送）

第８条 学長は，規則第２６条第１項の規定により事案を他の行政機関の長（個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「保護法」という。）第２条第８

項第４号及び第５号の政令で定める機関にあっては，その機関ごとに政令で定める者

をいう。）及び独立行政法人等（以下「行政機関の長等」という。以下この条，第１８

条及び第２４条において同じ。）に移送するときは，保有個人情報の開示請求に係る事

案の移送について（別記様式第６号）により当該行政機関の長等に通知するとともに，

保有個人情報の開示請求に係る事案の移送通知書（別紙様式第７号）により当該開示請

求者に通知するものとする。

（第三者からの意見聴取等）
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第９条 学長は，規則第２７条第１項及び第２項の規定により第三者から意見を聴取する

ときは，第三者に係る保有個人情報の開示請求に関する通知書（別記様式第８号，第９

号）により当該第三者に通知するものとする。

２ 学長は，規則第２７条第３項の規定により第三者の意に反して開示するときは，反対

意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書（別記様式第１０号）により当該第三者に

通知するものとする。

（開示の実施）

第１０条 学長は，規則第２８条第３項の規定により，保有個人情報の開示を受ける者か

ら保有個人情報の開示の実施方法等申出書（別記様式第１１号）が提出されたときは，

開示を受ける者の便宜を図って開示を実施するものとする。

２ 前項の規定により開示を実施するときは，別表に定める方法によるものとする。

３ 保有個人情報の開示は，原則として情報公開担当において実施するものとする。ただ

し，法人文書を移動すると汚損の危険性がある場合又は利用者の居所等の都合により情

報公開担当まで出向くことができない場合には，当該法人文書を保有する部等において

実施できるものとする。

４ 開示を受ける者が保有個人情報が記録されている法人文書の写しの送付による開示の

実施を希望する場合は，情報公開担当において当該法人文書の写しを送付するものとす

る。

（手数料の額）

第１１条 規則第３０条第１項の手数料の額は，開示請求に係る保有個人情報が記録され

ている法人文書一件につき３００円とする。

２ 開示請求者が次の各号のいずれかに該当する複数の法人文書に記録されている保有個

人情報の開示請求を一の開示請求書によって行うときは，前項の規定の適用については，

当該複数の法人文書を一件の法人文書とみなす。

(1) 一の法人文書ファイル（能率的な事務又は事業の処理及び法人文書の適切な保存の

目的を達成するためにまとめられた，相互に密接な関連を有する法人文書（保存期間

が１年以上のものであって，当該保存期間を同じくすることが適当であるものに限

る。）の集合物をいう。）にまとめられた複数の法人文書

(2) 前号に掲げるもののほか，相互に密接な関連を有する複数の法人文書

３ 手数料は，現金又は銀行等振込により納付しなければならない。

（手数料の免除）

第１１条の２ 規則第３０条第３項の規定により手数料の免除を希望する者は，開示請求

書を提出する際に，併せて，開示請求に係る手数料の免除申請書（別記様式第２７号）

を提出しなければならない。

２ 学長は，免除を許可したときは，開示請求に係る手数料の免除決定通知書（別記様式

第２８号）により当該開示請求者に通知するものとする。

３ 学長は，免除を不許可としたときは，開示請求に係る手数料の免除をしない旨の決定

通知書（別記様式第２９号）により当該開示請求者に通知するものとする。

（写しの送付の求め）

第１２条 保有個人情報の開示を受ける者は，手数料のほか送付に要する費用を納付して，

保有個人情報が記録されている法人文書の写しの送付を求めることができる。この場合

において，当該法人文書の写しの送付は簡易書留又は配達記録郵便によるものとし，当
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該送付に要する費用は，郵便切手で徴収するものとする。

（訂正請求の手続）

第１３条 開示決定に基づき開示した保有個人情報について訂正請求があった場合は，情

報公開担当において，次の各号に定めるところにより受け付けるものとする。

(1) 訂正請求を受け付けるときは，保有個人情報の訂正を請求する者（以下「訂正請求者」

という。）に，保有個人情報訂正請求書（別記様式第１２号。以下「訂正請求書」とい

う。）を提出させるものとする。この場合において，訂正請求者に訂正請求に係る保有

個人情報の本人若しくは法定代理人であることが確認できる書類又は任意代理人からの

委任状（別紙様式第３１号又は３１号の２）の提示等を求めるものとする。

(2) 訂正請求書に形式上の不備があるときは，その補正を求めるものとする。

(3) 訂正請求書（補正後の訂正請求書を含む。）を受理したときは，訂正請求者に訂正請

求書の副本１部を交付するとともに，訂正請求書の写しを訂正請求のあった個人情報を

保有する部等に送付するものとする。

（訂正の検討）

第１４条 学長は，保有個人情報の訂正を決定するに当たっては，当該保有個人情報を保

有する部等の長の意見を求めることができる。

（訂正請求に対する措置）

第１５条 学長は，規則第３４条第１項及び第２項の規定により訂正請求に係る保有個人

情報の訂正をする決定又は訂正をしない決定（以下「訂正決定等」という。）をしたと

きは，保有個人情報訂正決定等通知書（別記様式第１３号）又は保有個人情報不訂正決

定通知書（別記様式第１４号）により当該訂正請求者に通知するものとする。

（訂正決定等の期限）

第１６条 学長は，規則第３２条第３項に規定する補正に要した日数を除き，訂正請求が

あった日から３０日以内に訂正決定等をするものとする。

２ 学長は，規則第３５条第２項の規定により訂正決定等を更に３０日以内の期間で延長

するときは，保有個人情報訂正決定等延期通知書（別記様式第１５号）により当該訂正

請求者に通知するものとする。

（訂正決定等の期限の特例）

第１７条 学長は，規則第３６条の規定により訂正請求に係る保有個人情報のうちの相当

の部分を除く残りの部分についての訂正決定等をする期間を延長するときは，保有個人

情報訂正決定等特例延期通知書（別記様式第１６号）により当該訂正請求者に通知する

ものとする。

（事案の移送）

第１８条 学長は，規則第３７条第１項の規定により事案を他の行政機関の長等に移送す

るときは，保有個人情報の訂正請求に係る事案の移送について（別記様式第１７号）に

より当該行政機関の長等に通知するとともに，保有個人情報の訂正請求に係る事案の移

送通知書（別記様式第１８号）により当該訂正請求者に通知するものとする。

（利用停止請求の手続）

第１９条 開示決定に基づき開示した保有個人情報について利用停止請求があった場合

は，情報公開担当において，次の各号に定めるところにより受け付けるものとする。

(1) 利用停止請求を受け付けるときは，保有個人情報の利用停止を請求する者（以下「利

用停止請求者」という。）に，保有個人情報利用停止請求書（別記様式第１９号 。以下
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「利用停止請求書」という。）を提出させるものとする。この場合において，利用停止

請求者に利用停止請求に係る保有個人情報の本人若しくは法定代理人であることが確認

できる書類又は任意代理人からの委任状（別紙様式第３２号又は３２号の２）の提示等

を求めるものとする。

(2) 利用停止請求書に形式上の不備があるときは，その補正を求めるものとする。

(3) 利用停止請求書（補正後の利用停止請求書を含む。）を受理したときは，利用停止請

求者に利用停止請求書の副本１部を交付するとともに，利用停止請求書の写しを利用停

止請求のあった保有個人情報を保有する部等に送付するものとする。

（利用停止の検討）

第２０条 学長は，保有個人情報の利用の停止，消去又は提供の停止（以下「利用停止」

という。）を決定するに当たっては，当該保有個人情報を保有する部等の長の意見を求

めることができる。

（利用停止請求に対する措置）

第２１条 学長は，規則第４２条第１項及び第２項の規定により利用停止請求に係る保有

個人情報の利用停止をする決定又は利用停止をしない決定（以下「利用停止決定等」と

いう。）をしたときは，保有個人情報利用停止決定等通知書（別記様式第２０号）又は

保有個人情報不利用停止決定等通知書（別記様式第２１号）により利用停止請求者に通

知するものとする。

（利用停止決定等の期限）

第２２条 学長は，規則第４０条第３項に規定する補正に要した日数を除き，利用停止請

求があった日から３０日以内に利用停止決定等をするものとする。

２ 学長は，規則第４３条第２項の規定により利用停止決定等を更に３０日以内の期間で

延長するときは，保有個人情報利用停止決定等延期通知書（別記様式第２２号）により

当該利用停止請求者に通知するものとする。

（利用停止決定等の期限の特例）

第２３条 学長は，規則第４４条の規定により利用停止請求に係る保有個人情報のうちの

相当の部分を除く残りの部分についての利用停止決定等をする期間を延長するときは，

保有個人情報利用停止決定等特例延期通知書（別記様式第２３号）により当該利用停止

請求者に通知するものとする。

（移送された事案）

第２４条 規則第２６条第２項の規定により他の行政機関の長等から移送された事案に係

る開示の検討及び決定並びに開示の実施については，第４条，第５条，第６条，第７条

及び第１０条の規定に準じて行うものとする。

２ 規則第３７条第２項の規定により他の行政機関の長等から移送された事案に係る訂正

の検討及び訂正決定等については，第１４条，第１５条，第１６条及び第１７条の規定

に準じて行うものとする。

（審査請求及び情報公開・個人情報保護審査会への諮問）

第２５条 学長は，開示決定等，訂正決定等，利用停止決定等又は開示請求，訂正請求若

しくは利用停止請求に係る不作為について行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

による審査請求があったときは，当該保有個人情報を保有する部等の長の意見を求める

ことができる。

２ 学長は，規則第４６条第１項の規定により情報公開・個人情報保護審査会に諮問する
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ときは，諮問書（別記様式第２４号，２４号の２又は２４号の３）により諮問し，情報

公開・個人情報保護審査会への諮問に関する通知書（別記様式第２５号）により，規則

第４６条第２項に規定する者（以下「審査請求人等」という。）に通知するものとする。

３ 学長は，情報公開・個人情報保護審査会の答申に基づき，審査請求に対する裁決をし

たときは，審査請求に対する裁決通知書（別記様式第２６号。以下「裁決通知書」とい

う。）により審査請求人等に通知するものとする。

４ 学長は，審査請求に対し規則第４５条第１項に定める審査請求が不適法であり却下す

ること等の決定をしたときは，前項の規定にかかわらず，裁決通知書により審査請求人

等に通知するものとする。

（情報の提供）

第２６条 学長は，開示請求，訂正請求，利用停止請求（以下「開示請求等」という。）

をしようとする者に対し，本学における保有個人情報の特定に資する情報並びに開示請

求等に関する請求手続，手数料，審査請求に関する手続等についての情報を，具体的に

記載した文書等により提供するものとする。

（入試情報の開示等に関する取扱い）

第２７条 入試情報の開示等に関する取扱いについては，別に定める方法により取扱うも

のとする。

（細則）

第２８条 この規程に定めるもののほか，保有個人情報の開示等の取扱いに関し必要な事

項は，学長が別に定める。

附 則

この規程は，平成１７年４月１３日から施行し，平成１７年４月１日から適用する。

附 則

この規程は，平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成１８年１０月１７日から施行する。

附 則

この規程は，平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２４年５月１日から施行する。

附 則

１ この規程は，平成２４年７月９日から施行する。

２ 改正後の別記様式第１号，第１４号及び第２３号の在留カード及び特別永住者証明書

には，出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱し

た者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令（平成２３年１２月２６日政令第４２１号）附則第２条
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の規定によりこれらの書類とみなされる外国人登録証明書を含むものとする。

附 則

この規程は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２７年１２月８日から施行する。

附 則

この規程は，平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２９年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成２９年１０月１１日から施行し，平成２９年５月３０日から適用する。

附 則

この規程は，平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，令和元年７月２４日から施行し，令和元年７月１日から適用する。

附 則

この規程は，令和３年４月１日から施行する。

附 則

この規程は，令和４年４月１日から施行する。
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別表（第１１１０条第２項関係）

法人文書の種別 開示の実施の方法

１ 文書又は図面 イ 閲覧

（２の項から４の

項まで又は８の項 ロ 撮影した写真フィルムを印画紙（縦89ﾐﾘﾒｰﾄﾙ，横127ﾐﾘﾒｰﾄ

に該当するものを ﾙのもの又は縦203ﾐﾘﾒｰﾄﾙ，横254ﾐﾘﾒｰﾄﾙのものに限る。以下

除く。） 同じ。）に印画したものの閲覧（法律第15条第１項ただし書

の規定が適用される場合に限る。）

ハ 複写機により日本産業規格Ａ列３番（以下「Ａ３判」とい

う。）以下の大きさの用紙に複写したものの交付。ただし，

これにより難い場合にあっては，日本産業規格Ａ列１番（以

下「Ａ１判」という。）若しくは日本産業規格Ａ列２番（以

下「Ａ２判」という。）の用紙に複写したものの交付（ニに

掲げる方法に該当するものを除く。）

ニ 複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙にカラーで複写し

たものの交付。ただし，これにより難い場合にあっては，Ａ

１判若しくはＡ２判の用紙に複写したものの交付（ただし，

当該文書又は図面の保存に支障を生ずるおそれがなく，かつ，

本学がその保有する処理施設及びプログラム（電子計算機に

対する指令であって，一の結果を得ることができるように組

み合わされたものをいう。以下同じ。）により当該文書又は

図画の開示を実施することができる場合に限る。以下１の項

ヘ,ト,チにおいて同じ。）

ホ 撮影した写真フィルムを印画紙に印画したものの交付（１

の項ハ本文に定める方法により難い場合に限る。）

ヘ スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をフレキシブ

ルディスクカートリッジ（日本産業規格Ｘ6223に適合する幅

90ﾐﾘﾒｰﾄﾙのものに限る。以下同じ。）に複写したものの交付

ト スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光ディスク

（日本産業規格Ｘ0606及びＸ6281に適合する直径120ﾐﾘﾒｰﾄﾙ

の光ディスクの再生装置で再生することが可能なものに限

る｡以下７のヘにおいて同じ。）に複写したものの交付

チ スキャナにより読み取ってできた電磁的記録を光ディスク

（日本産業規格Ｘ6241に適合する直径120ﾐﾘﾒｰﾄﾙの光ディス

クの再生装置で再生することが可能なものに限る。以下７の

トにおいて同じ。）に複写したものの交付

２ マイクロフィル イ Ａ１判以下の大きさの用紙に印刷したものの閲覧（２の項
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ム ロに定める方法により難い場合に限る。）

ロ 専用機器により映写したものの閲覧

ハ 日本産業規格Ａ列４番（以下「Ａ４判」という。）の用紙

に印刷したものの交付。ただし，これにより難い場合にあっ

ては，Ａ１判，Ａ２判又はＡ３判の用紙に印刷したものの交

付

３ 写真フィルム イ 印画紙に印画したものの閲覧

ロ 印画紙に印画したものの交付

４ スライド（９の イ 専用機器により映写したものの閲覧

項に該当するもの

を除く。） ロ 印画紙に印画したものの交付

５ 録音テープ（９ イ 専用機器により再生したものの聴取

の項に該当するも

のを除く。）又は ロ 録音カセットテープ（日本産業規格Ｃ5568に適合する記録

録音ディスク 時間120分のものに限る。）に複写したものの交付

６ ビデオテープ又 イ 専用機器により再生したものの視聴

はビデオディスク

ロ ビデオカセットテープ（日本産業規格Ｃ5581に適合する記

録時間120分のものに限る。以下同じ。）に複写したものの

交付

７ 電磁的記録（５ イ Ａ３判以下の大きさの用紙に出力したものの閲覧（本学が

の項，６の項又は その保有する処理施設及びプログラムにより行うことができ

８の項に該当する るものに限る。以下７の項において同じ。）

ものを除く。）

ロ 専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するた

めに備え付けられているものに限る。）により再生したもの

の閲覧又は視聴

ハ Ａ３判以下の大きさの用紙に出力したものの交付(ニに掲

げる方法に該当するものを除く｡)

ニ Ａ３判以下の大きさの用紙にカラーで出力したものの交付

ホ フレキシブルディスクカートリッジに複写したものの交付

ヘ 光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及びＸ6281に適合する直

径120ﾐﾘﾒｰﾄﾙの光ディスクの再生装置で再生することが可能

なものに限る｡）に複写したものの交付
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ト 光ディスク（日本産業規格Ｘ6241に適合する直径120ﾐﾘﾒｰﾄ

ﾙの光ディスクの再生装置で再生することが可能なものに限

る。）に複写したものの交付

チ 幅12.7ﾐﾘﾒｰﾄﾙのオープンリールテープ（日本産業規格Ｘ61

03，Ｘ6104又はＸ6105に適合する長さ731.52ﾒｰﾄﾙのものに限

る。）に複写したものの交付

リ 幅12.7ﾐﾘﾒｰﾄﾙの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ

6123，Ｘ6132若しくはＸ6135又は国際標準化機構及び国際電

気標準会議の規格(以下「国際規格」という。)14833，15895

若しくは15307に適合するものに限る。）に複写したものの

交付

ヌ 幅8ﾐﾘﾒｰﾄﾙの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ61

41若しくはＸ6142又は国際規格15757に適合するものに限

る。）に複写したものの交付

ル 幅3.81ﾐﾘﾒｰﾄﾙの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ

6127，Ｘ6129，Ｘ6130又はＸ6137に適合するものに限る。）

に複写したものの交付

８ 映画フィルム イ 専用機器により映写したものの視聴

ロ ビデオカセットテープに複写したものの交付

９ スライド及び録 イ 専用機器により再生したものの視聴

音テープ（スライ

ド及び当該スライ ロ ビデオカセットテープに複写したものの交付

ドの内容に関する

音声を記録した録

音テープを同時に

視聴する場合に限

る。）
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別記様式第１号（第３条第２号関係）

令和 年 月 日

保有個人情報開示請求書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第１７条第１項の規定に

基づき，下記のとおり保有個人情報の開示を請求します。

記

１ 開示を請求する保有個人情報の名称等

（請求に係る保有個人情報が記録されている法人文書の名称，その他請求に係る個人情報を特定できる事項について，

できるだけ具体的に記載してください。）

２ 求める開示の実施方法等 （本欄の記載は任意です。）

ア又はイに○印を付してください。アを選択された場合は，その具体的な方法等を記載してください。

ア 情報開示窓口における開示の実施を希望する。

＜実施の方法＞ □ 閲覧 □ 写しの交付 □ その他( )

＜実施の希望日＞ 令和 年 月 日

イ 写しの送付を希望する。

３ 手数料

手 数 料 納付の方法の詳細は別添をご覧ください。

４ 本人確認等

ア 開示請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

イ 請求者本人確認書類

□運転免許証 □健康保険被保険者証

□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）

□在留カード □特別永住者証明又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□その他（ ）

※請求書を送付して請求する場合には，加えて住民票の写し等を添付してください。

ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記入してください。）

(1)本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生）

□成年被後見人 □任意代理人委任者

（ふりがな）

(2)本人の氏名

(3)本人の住所又は居所

エ 法定代理人が請求する場合，次のいずれかの書類を提示又は提出してください。

請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

オ 任意代理人が請求する場合，次の書類を提出してください。

請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）

＊この欄は記入しないでください。

受付年月日 令和 年 月 日 整 理 番 号

決 定 期 限 令和 年 月 日 手 数 料 円（300円× 件）
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保有個人情報開示請求書の記載に当たって

１「氏名」「住所又は居所」

あなたの氏名（旧姓も可）及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された住所及び氏

名により，開示決定等の通知を行うことになりますので，正確に記載願います。

また，連絡等を行う際に必要になりますので，電話番号も記載してください。

なお，法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による開示請求の場合には，代理

人の氏名，住所又は居所，電話番号を記載してください。

２「開示を請求する保有個人情報」

開示を請求する保有個人情報が記載されている法人文書や個人情報ファイルについて，その名称，

その他請求する個人情報を特定できる内容等をできる限り具体的に記載してください。

３「求める開示の実施の方法等」

請求される保有個人情報について開示決定がされた場合に，開示の実施の方法，情報公開窓口に

おける開示を希望される場合の希望日についてご希望がありましたら，記載してください。

なお，開示の実施の方法等については，開示決定後に提出していただく「保有個人情報の開示の

実施方法等申出書」により，別途申し出ることもできます。

４ 手数料の納付について

開示請求を行う場合には，１件について３００円の手数料を納付していただくこととなっていま

す。

納付の方法は，次の２つの方法があります。

① 情報公開窓口において直接現金で納付する。

② 指定銀行口座等への振込により納付する。なお，この場合には，その納付を証する書類を

この請求書に添付して提出してください。

(指定銀行口座名等 )

手数料の免除を受けようとする場合には，開示請求に係る手数料の免除申請書も提出する必要が

あります。

５ 本人確認書類等

(1) 本学の窓口での請求の場合

窓口に来学して開示請求をする場合は，本人確認のため，個人情報の保護に関する法律施行令

第２１条に規定する運転免許証，健康保険の被保険者証，個人番号カード（個人番号通知カード

は不可），住民基本台帳カード，在留カード，特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなさ

れる外国人登録証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示・提出してください。どの

ような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や，これらの本人確認書類の提示・提

出ができない場合は，開示請求窓口に事前に相談してください。

（注）住民基本台帳カードは，その効力を失うか，個人番号カードの交付を受ける時まで個人番

号カードとみなされ，引き続き使用可能です。

(2) 送付による開示請求の場合

保有個人情報開示請求書を送付して保有個人情報の開示請求をする場合には，(1)の本人確認

書類を複写機により複写したものに併せて，住民票の写し（ただし，開示請求の前３０日以内に

作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは，市町村が発行する公文書

であり，その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない場合は，開示

請求窓口に事前に相談してください。

（注１）個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写し，住民

票の写しに個人番号の記載がある場合，当該個人番号を黒塗りしてください。

（注２）被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は，保険者番号及び被保険者等

記号・番号を黒塗りしてください。

(3) 代理人による開示請求の場合

「本人の状況等」欄は，代理人による開示請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事

項は，保有個人情報の本人の状況，氏名，本人の住所又は居所です。
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代理人のうち，法定代理人が開示請求する場合には，戸籍謄本，戸籍妙本，成年後見登記の登

記事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし，開示請求前３０日以内に作

成されたものに限ります。）を提示又は提出してください。なお，戸籍謄本その他法定代理人で

あることを証明する書類は，市町村が発行する公文書であり，その複写物による提示又は提出は

認められません。

代理人のうち，任意代理人が開示請求する場合には，委任状その他その資格を証明する書類（た

だし，開示請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。ただし，

委任状については，①委任者の実印により，押印した上で印鑑登録証明書（ただし，開示請求の

前３０日以内に作成されたものに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証，個人番

号カード（ただし，個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の複写物

を添付してください。なお，委任状は，その複写物による提出は認められません。

（注）個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写してくだ

さい。

【問合せ先】

本人等の確認書類や手数料のことで不明なことがある場合には，国立大学法人鳴門教育大学情報

公開担当までお尋ねください。

（ TEL - - FAX - - ）
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別記様式第２号（第５条関係）
鳴教大 第 号
令和 年 月 日

保有個人情報開示決定等通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで開示請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門
教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２３条第１項の規定に基づき，下記のとおり
開示することに決定しましたので通知します。

記

１ 開示する保有個人情報（ 全部開示 ・ 部分開示 ）

２ 不開示とした部分とその理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定があった

ことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合には審査請

求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，こ

の決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判所に

処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定の日から

１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

３ 開示する保有個人情報の利用目的

４ 開示の実施の方法等（* 同封の説明事項をお読みください。）
(1)開示の実施の方法等

(2)本学の窓口において開示を実施することができる日時，場所

期間 ： 月 日（ ）から 月 日（ ）まで（土・日曜，祝祭日を除く。）
時間 ：
場所 ：

(3)写しの送付を希望する場合の準備日数，郵送料（見込み額）

５ 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当
TEL - -
FAX - -
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＜説明事項＞

１ 「開示の実施の方法等」の選択について

開示の実施の方法等については，この通知書を受け取った日から３０日以内に，同封した「保有

個人情報の開示の実施方法等申出書」に必要な事項を記入して，開示の実施の申出を行ってくださ

い。

開示の実施の方法は，通知書４(1)「開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に選

択できます。

大学の窓口における開示の実施を選択される場合は，通知書４(2)「大学の窓口において開示を

実施することができる日時，場所」に記載されている日時から，希望の日時を選択してください。

記載された日時に都合がよいものがない場合は，お手数ですが，「５ 担当課等」に記載した担当

係までご連絡ください。なお，開示の実施の準備を行う必要がありますので，「保有個人情報の

開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の２日前には，当方に届くようにご提出願いま

す。また，写しの送付を希望される場合は，「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」にその

旨記載してください。この場合は，別途，送付に要する費用負担が必要となります。

２ 不開示部分に係る審査請求等

開示しないこととされた部分について，不服がある場合には，行政不服審査法（平成２６年法

律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以

内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算

して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第

１３９号）の規定に基づき，この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人

鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定の日から１

年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

３ 開示の実施について

大学の窓口における開示の実施を選択され，その旨「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」

により申し出られた場合は，開示を受ける当日，窓口に来られる際に，本通知書をご持参くださ

い。

写しの送付を希望された場合は，「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」に併せて，お知

らせした送付に要する費用を郵便切手で送付してください。

４ 担当課等

開示の実施の方法等，審査請求の方法等について，ご不明な点がありましたら，本欄に記載した

担当係までお問い合わせください。
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別記様式第３号（第５条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報不開示決定通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで開示請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２３条第２項の規定に基づき，下記のとおり

全部を開示しないことに決定しましたので通知します。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 開示をしないこととした理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第４号（第６条第２項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報開示決定等延期通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで開示請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２４条第２項の規定に基づき，下記のとお

り開示決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 延長後の期限

令和 年 月 日

３ 延長の理由

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -



- 18 -

別記様式第５号（第７条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報開示決定等特例延期通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで開示請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２５条の規定に基づき，下記のとおり開示決

定の期限を延長したので通知します。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 規則第２５条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとした理由

３ 開示決定等する期限

（令和 年 月 日までに可能な部分について開示決定等を行い，残りの部分については，次

に記載する時期までに開示決定等する予定です。）

令和 年 月 日

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第６号（第８条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

（他の行政機関の長等） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

保有個人情報の開示請求に係る事案の移送について

令和 年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案については，国立

大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２６条第１項の規定に基づき，

下記のとおり移送します。

記

開示請求に係る保有個

人情報の名称等

開示請求者氏名等

氏名：

住所又は居所：

連絡先：

法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合

本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生）

□成年被後見人 □任意代理人委任者

本人の氏名

本人の住所又は居所

添 付 資 料 等

・開示請求書

・移送前に行った行為の概要記録

・

・

備 考 （複数の他の行政機関の長等に移送する場合には，その旨）

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:



- 20 -

別記様式第７号（第８条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報の開示請求に係る事案の移送通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案については，国立大

学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２６条第１項の規定に基づき，

下記のとおり移送したので通知します。

なお，保有個人情報の開示決定等は，下記の移送先の行政機関等において行われます。

記

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

移 送 年 月 日 令和 年 月 日

移 送 の 理 由

行政機関の長等

（連絡先）

移送先の行政 担当部課室名：

機関の長等

担当者名：

所在地：

電話番号：

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第８号（第９条第１項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

第三者に係る保有個人情報の開示請求に関する通知書

（第三者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

（あなた，貴社等）に関する情報が含まれている保有個人情報について，国立大学法人鳴門教育大

学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第１８条第１項の規定による開示請求があり，当該

保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため，同規則第２７条第１項の規定に基づき，

ご意見を伺うこととしました。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつきご意見があるときは，同封の「保有個人情

報の開示決定等に関する意見書」をご提出いただきますようお願いいたします。

なお，提出期限までに同意見書のご提出がない場合には，特にご意見がないものとして取り扱わせ

ていただきます。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 開示請求の年月日

令和 年 月 日

３ 開示請求に係る保有個人情報に含まれている（あなた，貴社等）に関する情報の内容

４ 意見書の提出期限 令和 年 月 日 （ ）

５ 意見書の提出先

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

住所：〒 －

（電話番号： （ ） － ）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第９号（第９条第１項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

第三者に係る保有個人情報の開示請求に関する通知書

（第三者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

（あなた，貴社等）に関する情報が含まれている保有個人情報について，国立大学法人鳴門教育大

学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第１８条第１項の規定による開示請求があり，当該

保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため，同規則第２７条第２項の規定に基づき，

ご意見を伺うこととしました。

つきましては，当該保有個人情報を開示することにつきご意見があるときは，同封の「保有個人情

報の開示決定等に関する意見書」をご提出いただきますようお願いいたします。

なお，提出期限までに同意見書のご提出がない場合には，特にご意見がないものとして取り扱わせ

ていただきます。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 令和 年 月 日

３ 規則第２７条第２項第１号又は第２号の規定の適用区分及びその理由

適用区分 □ 第１号 □ 第２号

（適用理由）

４ 開示請求に係る保有個人情報に含まれている（あなた，貴社等）に関する情報の内容

５ 意見書の提出期限 令和 年 月 日 （ ）

６ 意見書の提出先

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

住所：〒 －

（電話番号： （ ） － ）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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令和 年 月 日

保有個人情報の開示決定等に関する意見書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

(ふりがな)

氏名又は名称

住所又は居所

令和 年 月 日付けで照会のあった保有個人情報の開示について，下記のとおり意見を提

出します。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 開示に関しての意見

□保有個人情報を開示されることについて支障がない。

□保有個人情報を開示されることについて支障がある。

(1) 支障（不利益）がある部分

(2) 支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先
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別記様式第１０号（第９条第２項関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書

（反対意見書を提出した第三者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

（あなた，貴社等）から令和 年 月 日付けで「保有個人情報の開示決定等に関する意見
書」の提出がありました保有個人情報については，下記のとおり開示決定しましたので，国立大学法

人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２７条第３項の規定に基づき通知し

ます。

記

１ 開示請求に係る保有個人情報の名称等

２ 開示することとした理由

３ 開示決定をした日

令和 年 月 日

３ 開示を実施する日

令和 年 月 日

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場

合には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１１号（第１０条第１項関係）

令和 年 月 日

保有個人情報の開示の実施方法等申出書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

(ふりがな)

氏名又は名称

住所又は居所

〒

連絡先電話番号

国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第２８条第３項の規定に

基づき，下記のとおり申出をします。

記

１ 保有個人情報開示決定通知書の番号等

文書番号： 鳴教大 第 号

日 付： 年 月 日

２ 求める開示の実施方法

下表から実施の方法を選択し，該当するものに○印を付してください。

開示請求に係る 実 施 の 方 法

保有個人情報の名称等

１.閲覧 ①全部

②一部（ ）

２.写しの交付 ①全部

②一部（ ）

３.その他 ①全部

②一部（ ）

３ 大学の窓口において開示の実施を希望する日

令和 年 月 日（ ） 午前・午後

４ 「写しの送付」の希望の有無

有 ： 同封する郵便切手の額 円

無

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１２号（第１３条第１号関係）

令和 年 月 日

保 有 個 人 情 報 訂 正 請 求 書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３１条第１項の規定に

基づき，下記のとおり保有個人情報の訂正を請求します。

記

１ 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日

令和 年 月 日

２ 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報

開示決定通知書の文書番号 文書番号： 第 号

等 日 付： 令和 年 月 日

開示決定に基づき開示を受

けた保有個人情報の名称等

３ 訂正請求の趣旨及び理由

(趣旨)

(理由)

４ 本人確認等

ア 訂正請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

イ 請求者本人確認書類

□運転免許証 □健康保険被保険者証

□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）

□在留カード，特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□その他（ ）

※請求書を送付して請求する場合には，加えて住民票の写し等を添付してください。

ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記入してください。）

(1)本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生）

□成年被後見人 □任意代理人委任者

（ふりがな）

(2)本人の氏名

(3)本人の住所又は居所

エ 法定代理人が請求する場合，次のいずれかの書類を提示又は提出してください。

請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

オ 任意代理人が請求する場合，次の書類を提出してください。

請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）

※この欄は記入しないでください。

受付年月日 令和 年 月 日 整 理 番 号

決 定 期 限 令和 年 月 日 備 考
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（別添）

訂正請求書の記載に当たって

１ 「氏名」「住所又は居所」

あなたの氏名，住所又は居所を記載してください。ここに記載された住所及び氏名により，訂正

決定等の通知を行うことになりますので，正確に記載願います。

また，連絡等を行う際に必要になりますので，電話番号も記載してください。

なお，法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による訂正請求の場合には，代理

人の氏名，住所又は居所，電話番号を記載してください。

２ 「訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」

３①～②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。

３ 「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称，通知書の文書番号等を記載してください。

なお，本法により保有個人情報の訂正請求ができるのは，次に掲げるものです。

① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（規則第３１条第１項第１号）

② 開示決定に係る保有個人情報であって，規則第２９条第１項の他の法令の規定により開示をう

けたもの（規則第３１条第１項第２号）

４ 訂正請求の趣旨及び理由

(1) 訂正請求の趣旨

どのような訂正を求めるかについて，簡潔に記載してください。

(2) 訂正請求の理由

訂正請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお，本欄に記載しきれ

ない場合には，本欄を参考に別葉に記載し，本請求書に添付して提出してください。

５ 訂正請求の期限

訂正請求は，規則第３１条第３項の規定に基づき，保有個人情報の開示を受けた日から９０日以

内にしにければならないこととなっています。

６ 本人確認書類等

(1) 本学の窓口での訂正請求の場合

窓口に来学して訂正請求をする場合は，本人確認のため，個人情報の保護に関する法律施行令

第２８条において読み替えて準用する同令第２１条（第４項及び第５項を除く。）に規定する運

転免許証，健康保険の被保険者証，個人番号カード（個人番号通知カードは不可），住民基本台

帳カード，在留カード，特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

等の住所・氏名が記載されている書類を提示又は提出してください。どのような書類が本人確認

書類に当たるのか分からない場合や，本人確認書類の提示又は提出ができない場合は，訂正請求

窓口に事前に相談してください。

（注）住民基本台帳カードは，その効力を失うか，個人番号カードの交付を受ける時まで個人番

号カードとみなされ，引き続き使用可能です。

(2) 送付による訂正請求の場合

保有個人情報訂正請求書を送付して保有個人情報の訂正請求をする場合には，(1)の本人確認

書類を複写機により複写したものに併せて，住民票の写し（ただし，訂正請求の前３０日以内に

作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは，市町村が発行する公文書

であり，その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない場合は，訂正請

求窓口に事前に相談してください。

（注１）個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写し，住民

票の写しに個人番号の記載がある場合，黒塗りしてください。

（注２）被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は，保険番号及び被保険者等記

号・番号を黒塗りしてください。

(3) 代理人による訂正請求の場合
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「本人の状況等」欄は，代理人による訂正請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項

は，保有個人情報の本人の状況，氏名，本人の住所又は居所です。

代理人のうち，法定代理人が訂正請求する場合には，戸籍謄本，戸籍妙本，成年後登記の登記

事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし，訂正請求前３０日以内に作成

されたものに限ります。）を提示又は提出してください。なお，戸籍謄本その他法的代理人であ

ることを証明する書類は，市町村が発行する公文書であり，その複写物による提示又は提出は認

められません。

代理人のうち，任意代理人が訂正請求する場合には，委任状その他資格を証明する書類（ただ

し，訂正請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。ただし，委

任状については，①委任者の実印により，押印した上で印鑑登録証明書（ただし，訂正請求の前

３０日以内に作成されたものに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証，個人番号

カード（ただし，個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の複写物を

添付してください。なお，委任状は，その複写物による提出は認められません。

(注)個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写してくださ

い。
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別記様式第１３号（第１５条関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

保有個人情報訂正決定等通知書

（訂正請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで訂正請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門
教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３４条第１項の規定に基づき，下記のとお

り訂正することと決定しましたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る保有個人情報の名称等

２ 訂正請求の趣旨

３ 訂正決定をする内容及び理由

(1) 訂正内容

(2) 訂正理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１４号（第１５条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報不訂正決定等通知書

（訂正請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで訂正請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３４条第２項の規定に基づき，訂正しない

ことと決定しましたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る保有個人情報の名称等

２ 訂正しないこととした理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１５号（第１６条第２項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報訂正決定等延期通知書

（訂正請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで訂正請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３５条第２項の規定に基づき，下記のとお

り訂正決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る保有個人情報の名称等

２ 延長後の期限

令和 年 月 日

３ 延長の理由

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１６号（第１７条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報訂正決定等特例延期通知書

（訂正請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで訂正請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３６条の規定に基づき，下記のとおり訂正決

定等の期限を延長することとしたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る保有個人情報の名称等

２ 規則第３６条の規定（訂正決定等の期限の特例）を適用することとした理由

３ 訂正決定等をする期限

月 日（ ）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１７号（第１８条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

（他の行政機関の長等） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

保有個人情報訂正請求に係る事案の移送について

令和 年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については，国立大学法人鳴門教育

大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３７条第１項の規定に基づき，下記のとおり移送

しま

す。

記

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

氏名：

住所又は居所：

連絡先：

開示請求者氏名等

法定代理人又は任意代理人による訂正請求の場合

本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生）

□成年被後見人 □任意代理人委任者

本人の氏名

本人の住所又は居所

・開示請求書

・移送前に行った行為の概要記録

添 付 資 料 等 ・

・

備 考

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

（ 担当者名 ） (内線： )

TEL:

FAX:
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別記様式第１８号（第１８条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報の訂正請求に係る事案の移送通知書

（訂正請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで訂正請求のありました保有個人情報については，国立大学法人鳴門

教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３７条第１項の規定に基づき，下記のと

おり事案を移送しましたので通知します。

なお，保有個人情報の訂正決定等は，下記の移送先の独立行政法人等において行われます。

記

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

移 送 年 月 日 令和 年 月 日

移 送 の 理 由

行政機関の長等

移送先の （連絡先）

行政機関の長等 担当部課室名：

担当者名：

所在地：

電話番号：

備 考

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第１９号（第１９条第１号関係）

令和 年 月 日

保有個人情報利用停止請求書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３９条の２第１項の規

定に基づき，下記のとおり保有個人情報の利用停止を請求します。

記

１ 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日

令和 年 月 日

２ 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報

開示決定通知書の文書番号 文書番号： 第 号

等 日 付： 令和 年 月 日

開示決定に基づき開示を受

けた保有個人情報の名称等

３ 利用停止請求の趣旨及び理由

(趣旨)

□第１号該当 （ □利用の停止， □消去 ）

□第２号該当 （ 提供の停止 ）

(理由)

４ 本人確認等

ア 利用停止請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

イ 請求者本人確認書類

□運転免許証 □健康保険被保険者証

□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）

□在留カード，特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□その他（ ）

※請求書を送付して請求する場合には，加えて住民票の写し等を添付してください。

ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記入してください。）

(1)本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生）

□成年被後見人 □任意代理人委任者

（ふりがな）

(2)本人の氏名

(3)本人の住所又は居所

エ 法定代理人が請求する場合，次のいずれかの書類を提示又は提出してください。

請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

オ 任意代理人が請求する場合，次の書類を提出してください。

請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）

※この欄は記入しないでください。

受付年月日 令和 年 月 日 整 理 番 号

決 定 期 限 令和 年 月 日 備 考
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（別添）

利用停止請求書の記載に当たって

１ 「氏名」「住所又は居所」

あなたの氏名，住所又は居所を記載してください。ここに記載された住所及び氏名により，利用

停止決定等の通知を行うことになりますので，正確に記載願います。

また，連絡等を行う際に必要になりますので，電話番号も記載してください。

なお，法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による利用停止請求の場合には，

代理人の氏名，住所又は居所，電話番号を記載してください。

２ 「利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」

３①～②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。

３ 「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称，通知書の文書番号等を記載してください。

なお，本法により保有個人情報の訂正請求ができるのは，次に掲げるものです。

① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（規則第３１条第１項第１号）

② 開示決定に係る保有個人情報であって，規則第２９条第１項の他の法令の規定に基づき開示を

うけたもの（規則第３１条第１項第２号）

４ 利用停止請求の趣旨及び理由

(1) 利用停止請求の趣旨

利用停止請求の趣旨は，規則第３９条の２の「第１号該当」，「第２号該当」のいずれか該当す

る□にレ点を記入してください。

① 「第１号該当」とは，規則第３条第２項の規定（個人情報の保有制限）に違反して保有され

ているとき，規則第５条の規定（不適正な利用の禁止）に違反して取り扱われているとき，規

則第６条の規定（適正な取得)に違反して取得されたものであるとき，又は規則第１１条の２

第１項及び第２項の規定（特定個人情報の目的外利用制限）に違反して利用されているときと

考えるときに，□にレ点を記入してください。また，「利用の停止」，「消去」のいずれかにレ

点を記入してください。

② 「第２号該当」とは，規則第１１条の３（特定個人情報の目的外提供制限）又は規則第１３

条の規定（外国第三者提供制限）に違反して他の独立行政法人等や外国にある第三者等に提供

されていると考えるときに，□にレ点を記入してください。

(2) 利用停止請求の理由

利用停止請求の理由は，理由停止請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してくださ

い。なお，本欄に記載しきれない場合には，本欄を参考に別葉に記載し，本請求書に添付して提

出してください。

５ 利用停止請求の期限について

利用停止請求は，規則第３９条の２第３項の規定に基づき，保有個人情報の開示を受けた日から

９０日以内にしなければならないこととなっています。

６ 本人確認書類等

(1) 本学の窓口での利用停止請求の場合

窓口に来学して利用停止請求をする場合は，本人確認のため，個人情報の保護に関する法律施

行令第２８条において読み替えて準用する同令第２１条（第４項及び第５項を除く。）に規定す

る運転免許証，健康保険の被保険者証，個人番号カード（個人番号通知カードは不可），住民基

本台帳カード，在留カード，特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証

明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示又は提出してください。どのような書類が本人

確認書類に当たるのか分からない場合や，本人確認書類の提示又は提出ができない場合は，利用

停止請求窓口に事前に相談してください。

（注）住民基本台帳カードは，その効力を失うか，個人番号カードの交付を受ける時まで個人番

号カードとみなされ，引き続き使用可能です。
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(2) 送付による利用停止請求の場合

保有個人情報利用停止請求書を送付して保有個人情報の利用停止請求をする場合には，(1)の

本人確認書類を複写機により複写したものに併せて，住民票の写し（ただし，利用停止請求の前

３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。住民票の写しは，市町村が発

行する公文書であり，その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提出できない場

合は，利用停止請求窓口に事前に相談してください。

（注１）個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写し，住

民票の写しに個人番号の記載がある場合，黒塗りしてください。

（注２）被保険者証を複写機により複写したものを提出する場合は，保険者番号及び被保険者

等記号・番号を黒塗りしてください。

(3) 代理人による利用停止正請求の場合

「本人の状況等」欄は，法定代理人による利用停止請求の場合にのみ記載してください。必要

な記載事項は，保有個人情報の本人の状況，氏名，本人の住所又は居所です。

代理人のうち，法定代理人が利用停止請求する場合には，戸籍謄本，戸籍妙本，成年後見登記

の登記事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし，利用停止請求前３０日

以内に作成されたものに限ります。）を提示又は提出してください。なお，戸籍謄本その他法的

代理人であることを証明する書類は，市町村が発行する公文書であり，その複写物による提示又

は提出は認められません。

代理人のうち，任意代理人が利用停止請求する場合には，委任状（ただし，利用停止請求の前

３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出してください。ただし，①委任者の実印によ

り，押印した上で印鑑登録証明書（ただし，利用停止請求の前３０日以内に作成されたものに限

ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし，個人番号通知カ

ードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の複写物を添付してください。なお，委任状

は，その複写物による提出は認められません。

（注）個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は，表面のみ複写してくだ

さい
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別記様式第２０号（第２１条関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

保有個人情報利用停止決定等通知書

（利用停止請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで利用停止請求のありました保有個人情報については，国立大学法人

鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第４２条第１項の規定に基づき，下記の
とおり利用停止することとしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求に係る保有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の趣旨

３ 利用停止決定をする内容及び理由

(1) 利用停止決定の内容

(2) 利用停止の理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場

合には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第２１号（第２１条関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

保有個人情報不利用停止決定等通知書

（利用停止請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで利用停止請求のありました保有個人情報については，国立大学法人

鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第４２条第２項の規定に基づき，下記の
とおり利用停止をしないこととしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求に係る保有個人情報の名称等

２ 利用停止をしないこととした理由

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決定

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第２２号（第２２条第２項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報利用停止決定等延期通知書

（利用停止請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで利用停止請求のありました保有個人情報については，国立大学法人

鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第４３条第２項の規定に基づき，下記の

とおり利用停止決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求のあった保有個人情報の名称等

２ 延長後の期限

令和 年 月 日

３ 延長の理由

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第２３号（第２３条関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

保有個人情報利用停止決定等特例延期通知書

（利用停止請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで利用停止請求のありました保有個人情報については，国立大学法人

鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第４４条の規定に基づき，下記のとおり利

用停止決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求のあった保有個人情報の名称等

２ 規則第４４条の規定（利用停止決定等の期限の特例）を適用することとした理由

３ 利用停止決定等をする期限

令和 月 日（ ）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第２４号（第２５条第２項関係） 開示決定等

諮 問 書

鳴教大 第 号

令和 年 月 日
情報公開・個人情報保護審査会 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

個人情報の保護に関する法律第８２条の規定に基づく開示決定等について，下記のとおり審査請求
があったので，同法第１０５条第１項の規定に基づき諮問します。

記

１ 審査請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 審査請求に係る開示決定 （１）開示決定等の日付，記号番号

等

（開示決定等の種類） （２）開示決定等をした者

□開示決定

□一部開示決定

（該当不開示条項） （３）開示決定等の概要

□不開示決定

（該当不開示条項）

３ 審査請求 ① 審査請求日： 年 月 日

② 審査請求人：

③ 審査請求の趣旨：

４ 諮問の理由

５ 参加人等

６ 添付書類等 ① 保有個人情報開示請求書（写し）

② 保有個人情報の開示をする旨の各種決定通知書（写し）

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７ 担当課，担当者名

住所，電話等
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別記様式第２４号の２（第２５条第２項関係） 訂正決定等

諮 問 書

鳴教大 第 号

令和 年 月 日
情報公開・個人情報保護審査会 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

個人情報の保護に関する法律第９３条の規定に基づく訂正決定等について，下記のとおり審査請求
があったので，同法第１０５条第１項の規定に基づき諮問します。

記

１ 審査請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 審査請求に係る訂正決定等 （１）訂正決定等の日付，記号番号

（訂正決定等の種類）

□訂正決定 （２）訂正決定等をした者

□不訂正決定

（３）訂正決定等の概要

３ 審査請求 ① 審査請求日： 年 月 日

② 審査請求人：

③ 審査請求の趣旨：

４ 諮問の理由

５ 参加人等

６ 添付書類等 ① 保有個人情報訂正請求書（写し）

② 保有個人情報の訂正をする旨の各種決定通知書（写し）

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７ 担当課，担当者名

住所，電話等
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別記様式第２４号の３（第２５条第２項関係） 利用停止決定等

諮 問 書

鳴教大 第 号

令和 年 月 日
情報公開・個人情報保護審査会 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

個人情報の保護に関する法律第１０１条の規定に基づく利用停止決定等について，下記のとおり審
査請求があったので，同法第１０５条第１項の規定に基づき諮問します。

記

１ 審査請求に係る

保有個人情報の名称等

２ 審査請求に係る利用停止 （１）利用停止決定等の日付，記号番号

決定等

（利用停止決定等の種類） （２）利用停止決定等をした者

□利用停止決定

□不利用停止決定

（３）利用停止決定等の概要

３ 審査請求 ① 審査請求日： 年 月 日

② 審査請求人：

③ 審査請求の趣旨：

４ 諮問の理由

５ 参加人等

６ 添付書類等 ① 保有個人情報利用停止請求書（写し）

② 保有個人情報の利用停止をする旨の各種決定通知書（写し）

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７ 担当課，担当者名

住所，電話等
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別記様式第２５号（第２５条第２項関係）

鳴教大 第 号

令和 年 月 日

情報公開・個人情報保護審査会への諮問に関する通知書

（審査請求人等） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けの国立大学法人鳴門教育大学に対する審査請求について，下記のとお

り情報公開・個人情報保護審査会に諮問しましたので，国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則

（平成１７年規則第２５号）第４６条第２項の規定に基づき通知します。

記

１ 審査請求に係る

保有個人情報の名称等

（１） 審査請求日

（２） 審査請求の趣旨

２ 審査請求に係る開示

決定等

３ 諮問日・諮問番号 令和 年 月 日 諮問第 号

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別紙様式第２６号（第２５条第３項関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

審査請求に対する裁決通知書

（審査請求人等） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで審査請求のありました件については，下記のとおり裁決しましたの

で通知します。

記

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 審査請求に係る裁決
の内容

３ 審査請求に係る

裁決の理由

４ 諮問日・諮問番号 年 月 日 諮問第 号

*この裁決の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，この裁決があったこと
を知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学長を被告として，同法第１２条に規定する裁判所に処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。（なお，裁決があったことを知った日から６か月以内であっても，裁決の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。）

* 担当課等 国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL - -

FAX - -
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別記様式第２７号（第１１条の２第１項関係）（特定個人情報用）

令和 年 月 日

開示請求に係る手数料の免除申請書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

国立大学法人鳴門教育大学個人情報開示等取扱規程（平成１７年規程第５０号）第１
１条の２第１項の規定に基づき，下記のとおり保有個人情報の開示請求に係る手数料の免
除を申請します。

記

開示請求に係る保有個

人情報の名称等

免除を求める理由 ①．生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条

第１項 号に掲げる扶助を受けており，手数料を納付す

る資力がないため。

②その他

（ ）

（注）

①又は②のいずれかに○印を付与してください。

①に○を付した場合は，生活保護法第１１条第１項のうち該当する号を記載すると

ともに，当該扶助を受けていることを証明する書面を添付してください。

②に○を付した場合は，その理由を具体的に記載するとともに，その事実を証明す

る書面を添付してください

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別紙様式第２８号（第１１条の２第２項関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

開 示 請 求 に 係 る 手 数 料 の 免 除 決 定 通 知 書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで請求のありました開示請求に係る手数料の免除について，国立
大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３０条第４項の規
定に基づき，下記のとおり免除することとしましたので通知します。

記

対象となる保有個人情報の名称

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別紙様式第２９号（第１１条の２第３項関係）

鳴教大 第 号
令和 年 月 日

開示請求に係る手数料の免除をしない旨の決定通知書

（開示請求者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長 印

令和 年 月 日付けで請求のありました開示請求に係る手数料の免除申請につ
いては，国立大学法人鳴門教育大学個人情報保護規則（平成１７年規則第２５号）第３０
条第４項に規定する免除理由に該当しませんので通知します。

記

対象となる保有個人情

報の名称等

免除が認められない

理由等

* この決定に不服がある場合は，行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づき，この決定があったことを知

った日の翌日から起算して３か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学に対して審査請求をすることができます。（なお，決

定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても，決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場

合には審査請求をすることができなくなります。）

また，この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は，行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき，

この決定があったことを知った日から６か月以内に，国立大学法人鳴門教育大学を被告として，同法第１２条に規定する裁判

所に処分の取消しの訴えを提起することができます。（なお，決定があったことを知った日から６か月以内であっても，決定

の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３０号（第３条第２号関係）（個人情報に係る開示請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１．個人情報の開示請求を行う権限

２．開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

３．開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

４．開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

５．開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開示請求に

係る個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限

６．開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３０号の２（第３条第２号関係）（特定個人情報開示請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１．特定個人情報の開示請求を行う権限

２．開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

３．開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

４．開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

５．開示請求に係る特定個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開示請

求に係る特定個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限

６．開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限

７．開示請求に係る手数料の免除申請を行う権限並びに開示請求に係る手数料を免除する旨の決定

通知を受ける権限及び開示請求に係る手数料を免除しない旨の決定通知を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３１号（第１３条第１号関係）（訂正請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１．個人情報の訂正請求を行う権限

２．訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

３．訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

４．訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

５．訂正請求に係る個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る個人情報を

訂正しない旨の決定通知を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３１号の２（第１３条第１号関係）（特定個人情報訂正請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１．特定個人情報の訂正請求を行う権限

２．訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

３．訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

４．訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

５．訂正請求に係る特定個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る特定個

人情報を訂正しない旨の決定通知を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３２号（第１９条第１号関係）（利用停止請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１ 個人情報の利用停止請求を行う権限

２ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

３ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

４ 利用停止請求に係る個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び利用停止請求に係

る個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:
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別記様式第３２号の２（第１９条第１号関係）（特定個人情報利用停止請求用）

委 任 状

（代理人）

ふりがな

氏 名：

住所又は居所： 〒

℡ （ ）

上記の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。

記

１ 特定個人情報の利用停止請求を行う権限

２ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

３ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

４ 利用停止請求に係る特定個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び利用停止請求

に係る特定個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限

令和 年 月 日

（委任者）住 所

氏 名 印

連絡先電話番号

（注）以下のいずれかの措置をとってください。

① 委任者の印については実印とし，印鑑登録証明書（ただし，開示請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を添付する。

② 委任者の運転免許証，個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の複写物を添付する。

＜本件連絡先＞

国立大学法人鳴門教育大学情報公開担当

TEL:

FAX:


